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連合の
政策テーマ

立憲民主党 国民民主党 自由民主党 公明党 日本維新の会

コロナ禍
における
雇用・
生活対策

・雇用保険にお
ける失業等給
付の国庫負担
割合本則復帰
・ 雇 用 保 険 非
加 入 者 へ の
育児休業給付
の実施

・「求職者ベー
シックインカ
ム 制 度 」 の
構築
・ 生 理 用 品 の
無償配布

・兼業、副業、
起業の促進
・住まいの確保、
ひとり親家庭
への支援

・短時間勤務と
育児休業給付
との併給制度
の創設
・DV防止法の
保護命令や通
報対象の見直
しによる被害
者支援強化

・ベーシックイ
ンカムまたは
給付付き税額
控除の導入
・養育費不払い
への強制執行
制度の創設

経済・
産業政策

・低所得者への
通信機器貸与
や購入支援強
化「誰ひとり
取り残されな
いデジタル社
会」

・デジタル化、
カ ー ボ ン
ニュートラル
を促進する基
金の創設

・ 次 世 代 イ ン
タ ー ネ ッ ト
（ Web3.0 ）
時代を先導し、
「新しい資本
主義」に挑戦

・デジタル技術
を活用した自
律分散型社会
の構築

・ 特 区 活 用 や
日 本 型 ス ー
パ ー シ テ ィ
実 現 に よ る
技 術 革 新 を
活かせる競争
環境構築

公平
・
連帯
・
納得の
税制改革
の実現

・所得税の累進
性強化
・消費税5%へ
の時限的減税
・軽減税率制度
廃止と給付付
き税額控除の
導入

・ 富 裕 層 へ の
課税強化
・給付付き税額
控除の導入
・消費税5%へ
の時限的減税
・トリガー条項
凍 結 解 除 に
よるガソリン
値下げ

・ 「 貯 蓄 か ら
投資へ」の流
れを大胆に生
み出し、資産
所得倍増社会
を実現

・つみたてNISA
のさらなる普
及

・ 消 費 税 軽 減
税率を3%に引
き下げ
・所得税、法人
税の減税

➢ 7月10日（日）投開票の第26回参議院議員選挙において、連合が
政策要請をおこなっている各政党が掲げる公約をまとめました。

➢ 各項目は、連合が「政策・制度 要求と提言（詳細はQRコード
参照）」としてとりまとめているテーマに則り抜粋しています。
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政策テーマ

立憲民主党 国民民主党 自由民主党 公明党 日本維新の会

雇用の
安定と
公正な
労働条件
確保

・「解雇の金銭
解 決 制 度 」
導入反対
・「就職氷河期
世代支援法」
の制定
・ 最 低 賃 金
1,500 円 へ の
段階的引き上
げ
・ 「 セ ク ハ ラ
禁止法」の制
定

・「解雇の金銭
解 決 制 度 」
導入反対
・ 最 低 賃 金
「全国どこで
も 1,150 円
以上」の早期
実現
・「カスハラ対
策推進法」の
制定

・最低賃金引上
げ 、 賃 上 げ
税制などによ
り25年ぶりの
本格的な賃金
増時代を創る

・ 事 業 者 と フ
リーランスの
取引に関わる
新法策定
・「孤独・孤立
対策推進交付
金」の創設
・ 最 低 賃 金 を
2020年代前半
に全国加重平
均1,000円超に

・「ジョブ型」
雇用への転換
促進
・ 解 雇 紛 争 の
金銭解決可能
な規制改革の
実施
・超短時間雇用
の導入などに
よる障がい者
雇用率の向上

ジェン
ダー
平等で
多様性を
認め合う
社会の
実現

・選択的夫婦別
姓制度の早期
実現

・選択的夫婦別
姓制度を導入

―
・「選択的夫婦
別姓制度」の
導入を推進

・企業の女性雇
用率や男性の
育児休業取得
率などに応じ
た減税
・結婚後も旧姓
を用いて社会
経 済 活 動 が
行える仕組み
の構築

すべての
世代が
安心
できる
社会保障
制度
の確立

・後期高齢者の
医療費窓口負
担割合引上げ
の撤回
・「子ども省」
の早期設置
・富裕層の社会
保険料負担増

・ ヤ ン グ ケ ア
ラーへの福祉
的 ・ 教 育 的
支援
・孤独・孤立に
対するリテラ
シー教育推進
・医療・介護・
障 害 福 祉 の
自己負担合計
に上限設定

・ 大 胆 な 児 童
手当や育児休
業給付の拡充
・こども政策に
関わる将来的
な予算倍増

・子ども政策に
関して子ども
から意見を聞
く仕組みづく
り
・放課後児童支
援 員 な ど の
正規化・常勤
化

・「教育子ども
福祉省」の設
置と幼保一元
化の実現
・医療費自己負
担割合を年齢
ではなく所得
によるものに
変更

教育機会
の均等
実現

・教育の
質向上

・ 高 校 授 業 料
無償化の所得
制限撤廃
・ 児 童 手 当 の
延 長 、 所 得
制限撤廃

・ 義 務 教 育 を
3歳からに
・学校給食、教
材 費 、 修 学
旅行費の無償
化

・高等教育にお
ける多子世帯
の中間所得層
への支援拡充

・大学進学にお
け る 給 付 型
奨学金や授業
料減免の中間
所得世帯への
拡充
・私立高校実質
無償化の対象
所 得 世 帯 の
拡充

・小中学校給食
の無償化
・教材費、学用
品費の保護者
負担軽減


